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小規模離島における地域コミュニティの現状と課題	
 

−岡山県笠岡市六島を事例として−	
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１．はじめに	
 

我が国は 6,852 の島嶼によって構成される群島国家

である。6,852 島のうち北海道、本州、四国、九州、

沖縄本島を除いた 6,847 の島々を離島と呼ぶ。そのう

ち定住者のいる 418 島を有人離島、定住者のいない

6,429 島を無人島と分類できる。また、図-1 のように

有人離島はさらに、離島振興法および関連法が適用さ

れている離島であるかという分類 1)をすることができ

る。図-2は離島振興法が適用されている 254 離島を人

口規模別に分類 2)したものである。離島振興法が適用

されている 254 離島のうち、人口が 100 人未満の離島

を小規模離島と呼び、本研究の対象としている岡山県

笠岡市六島（むしま）も 103 島の中に含まれている。

また、表-1は離島の位置や海域から離島を 5つの類型

1)に分類したもので、六島は内海・本土近接型離島に分

類される。	
 

小規模離島は、様々な地理的条件不利性を有してい

る。例えば、周囲を海に囲まれているため本土に比べ

輸送コストが多くかかる隔絶性や、人口規模や市場規

模が小さいため、近隣自治体などの広域連携が困難と

なる散在性などが挙げられる。これらの不利性を抱え

ていることから、小規模離島の人口減少や少子高齢化

の問題は本土の 20年先を進んでいると言われ、とりわ

け小規模離島では著しい。図-3は全国と全離島の人口

推移を割合で示したものである。1955 年から 2010 年

まで全国の人口は約 4 割増加しているのに対し、全離

島の人口は約 5 割減少 1)している（1955 年を基準とし

ている）。さらに近年では、利用者の減少から生活航路

の廃止や減便による交通利便性の低下、年少人口減少

における小中学校の統廃合が進行するなど小規模離島

の置かれた状況はより一層厳しいものとなっている。	
 

	
 

２．研究目的	
 

	
 本研究では、人口規模の減少が著しい小規模離島に

おいて、これからも島で生活していくためには、医療・	
 

	
 

図-1	
 離島の分類 1)（2012 年 4月 1日現在）	
 

	
 

図-2	
 離島振興法対象地域の人口規模別分類 2)	
 

表-1	
 離島類型 1)	
 

図-3	
 全国と全離島の人口推移 1)(1955 年を基準とする)	
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表-1	
 無人島化した離島とその要因	
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福祉施設、買い物ができる施設、島民の生活に寄り添

った航路といった社会共通資本（インフラ）が必要な

のか、島民同士のつきあいや、行事など島内における

社会関係資本（ソーシャルキャピタル）が必要なのか、

あるいはその両方が必要なのか、六島を事例として検

討する事を目的とする。	
 

	
 

３．研究方法	
 

	
 研究は以下の 2つ観点から進める。	
 

(１)無人島化した離島の分析	
 

	
 図-1 に示した無人島 6,429 島の中には「かつては有

人島であった離島」も含まれている。かつては有人島

であった離島が無人島化した事例の分析を行い、離島

するに至った原因を明らかにすることで「何がなくな

ると島で暮らす事ができなくなるのか」を検討する。	
 

（２）研究対象地の調査及び分析	
 

1)笠岡諸島及び六島の統計資料分析	
 

	
 公表されている笠岡諸島全体及び六島の人口データ

からコーホート変化率法を用いて将来人口の予測を行

い、その結果に対してどのような対策が必要かを検討

する。	
 

2)六島でのヒアリング調査	
 

	
 六島は人口が 81人と少なく、住民 1人の意見が大き

な意味を持つため、六島の島民や NPO かさおか島づく

り海社の方に現在の島での暮らしに対してどのような

考えをもっているかなど、ヒアリング調査を行った。

以下はヒアリング調査を行った日程である。	
 

	
 1)	
 2013 年 2月 7日〜3月 21 日	
 

	
 2)	
 2014 年 7月 13 日〜7月 16 日	
 

	
 3)	
 2014 年 10 月 11 日〜10月 14 日	
 

	
 

図-4	
 面積別無人島化離島数	
 

	
 

図-5	
 離島時の人口別無人島化離島数	
 

	
 

４．研究結果	
 

(１)	
 無人島化した離島の分析	
 

	
 1945 年以後、有人島から無人島となってしまった事

例は 51件 3)ある。そのうち、離島した年、離島した時

の人口など統計データが収集可能な 39 事例を用いて、

分析を行った。表-1に示したのは無人島化した離島と

離島に至った要因などをまとめたものである。この結

果から離島するに至った要因は企業による買収など特

殊な事例を除けば、多くは電気・水道・航路などイン

フラの不足による厳しい生活環境、教育環境の不足と

いった状況から若者の流出が進み、過疎化し人口の減

少とともに離島に至っている。以下に、離島時の人口、

離島の面積、離島の位置による分類に着眼して分析を
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行った結果を示す。図-4は、無人島化した離島の面積

を集計したものである。無人島化した離島の 39島中

28島が面積 0.50km2未満の離島となっており、面積が

小さく居住および耕地面積が少ない事が原因と考えら

れる。図-5は離島時の人口を集計したものである。39

島中 15島が離島時の人口 10人未満となっている。次

いで、10〜19 人が 6島、20〜29 人が 4島、30〜39 人

が 4島となっている。つまり、通船の荷役作業等、人

口の減少により島内のコミュニティが維持できなくな

ることが離島に至る原因と考えられる。また、離島類

型別に無人島化した離島を集計すると、約 70％が内

海・本土近接型離島に属する離島という結果となった。	
 

	
 

（２）研究対象地の調査及び分析	
 

1)研究対象地の概要	
 

	
 今回、研究対象地としている六島は岡山県笠岡市に

ある島で、六島のほか高島、白石島、北木島、真鍋島、

飛島（大飛島・小飛島）の有人島 7島と無人島を合わ

せ、31の島々で笠岡諸島を形成している。有人島は靖

国神社の鳥居や大阪城の石垣に使われた良質な御影石

の産地である北木島、国の重要無形文化財に指定され

ている白石踊りが伝わる白石島などそれぞれの島に特

色がある。しかし、諸島における人口減少の問題は深

刻である。図-6は笠岡諸島全体の人口及び高齢化率の

推移を示したものである。1950 年には笠岡諸島全体で

約 12,000 人いた人口が 2010 年には約 2,000 人 4)とな

っており 60年間で人口は約 1/6 に減少している。	
 

	
 また笠岡諸島で生活課題の解決に取り組む NPO 法人

かさおか島づくり海社の活動がある。同団体はほかに

も買い物支援事業、島内での有償運送など島民の生活

利便性が向上する取組を様々行っている。	
 

	
 六島の概要 2)は表-3にまとめた通りである（六島の

位置は図-7参照）。六島は笠岡諸島の最南端に位置し

ており、本土の笠岡港から約 33km の距離にある。また、

六島を調査対象地とした理由は、筆者が 2013 年 2月か

ら約 2ヶ月間、六島に住みながら島民 1人 1人にスポ

ットをあて得技を紹介するアルバム作りや島に伝わる

昔話をまとめるなど島の資源発掘の活動を行い、同地

域において知見を有しているからである。	
 

	
 

２)笠岡諸島及び六島の統計資料分析	
 

	
 笠岡諸島及び六島の統計資料から、コーホート変化	
 

	
 

図-6	
 笠岡諸島の人口・高齢化率の推移	
 

表-3	
 六島の基本情報	
 

図-7	
 笠岡諸島及び六島の位置、概形図	
 

	
 

率法を用いて、現在の 20年後である 2034 年の六島の

人口予測を行った結果が図-8である。1950 年には 723

人を数えた人口も現在は 81人 5)となっており、人口の

減少は著しい。そして 20年後の 2034 年には人口は 28

人になるという予測である。また、図-9に示したのは

六島の小学生の人数の推移を表したものである。今後、

島内で新たに子どもが生まれないとすると、2024 年に

最後の小学生が卒業していまい、六島小学校が休校あ

るいは閉校してしまう可能性がある。	
 

3)六島におけるヒアリング調査	
 

	
 表-4は六島で筆者がヒアリングできた内容をインフ

ラに関する項目、生活に関する項目、ソーシャルキャ

ピタルに関する項目に分類したものである。イ	
 

ンフラの項目では、航路についての話を多く聞くこと

ができた。当然の事ながら、船便のダイヤが決まって	
 

いることから、島民の生活リズムは船便に沿ったもの	
 

となっている。中学校までは島から通うことができる	
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図-8	
 	
 コーホート変化率法による六島の人口予測 5)	
 

	
 

が、高校へは島から通う事ができないため、下宿など

の手段をとらなければならない。生活の項目では、島

には仕事はたくさんあるが人が少なくなってきて、そ

の仕事を担う人が居ないということ、一部の人に役回

りが集中してしまうこと、島に小学生が居るだけで島

がにぎやかになるといった話を聞く事ができた。草刈

りや祭りなど行事を担う世代がいなくなってしまうと、

今ある島での暮らしをすることができなくなる可能性

が高い。	
 

	
 

５.	
 まとめ	
 

	
 無人化した離島の分析結果から、高度経済成長期に

都市部との生活格差が一段と大きくなり、島から人口

が流出したという時代背景に加えて、電気・水道・航

路などインフラの未整備や教育の問題などが離島する

主要因になると明らかになった。一方、現在の六島で

は、電気・水道・航路といったインフラは整備されて

おり、またヒアリングの結果にもあるようにずっと六

島で生活してきた人にとって島での生活は特段不便だ

と思って日常生活を送っていない。しかし六島におけ

る教育環境は、六島には小学校までしかなく、中学校

はスクールボートで本土へ通うことになる。そして高

校進学の場合には下宿という手段が必要となる状況で

ある。また、図-9に示したように、2025 年には六島小

学校は休校する可能性が高く、人口流出が加速するこ

とが予測される。島内から小学校がなくなることで、

運動会など行事が減り島内のにぎわいの機会が少なく

なることは必至である。	
 

	
 このような六島のコミュニティの現状があり、今後、	
 

さらに島の人口が減り、かつ若い世代がいなくなると

地域コミュニティの運営が成り立たなくなってしまう

という課題があるのは明らかである。こういった課題	
 

	
 

図-9	
 六島の小学生数	
 

表-4	
 ヒアリング調査結果	
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に対し、島のファンを作ることで島のコミュニティを

維持する共助の仕組みが有為であると考えられる。た

とえば島での祭り、観光、道端の草刈りなど島内の人

だけではできなくなってしまうことを、外から人が入

り支えていくというものである。六島のファンにとっ

ては島でのお祭り、食事、島民とのふれあいなどが非

日常の体験となるため、双方に得るものがある。六島

のファンが増え、共助の仕組みが成り立つことが、こ

れからの六島のコミュニティを運営していく方法であ

ると考える。	
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